
１.はじめに

  「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率等について、平成２５

年度決算における算定結果が以下のとおりまとまりました。

今年度も篠山市においては、健全化法の規定による判断基準を超える指標はありませんが、実質

公債費比率は今後も高い水準で推移すると見込まれ、また将来負担比率も下がったとはいえ依然

として県下でも高い比率となっており、引き続き行財政改革に取り組む必要があります。

２.篠山市の指数と財政悪化の判断基準 (単位：％)

各指標 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 20.00

連結実質赤字比率 30.00

実 質 公 債 費 比 率 35.0

将 来 負 担 比 率

資 金 不 足 比 率

３.平成２５年度篠山市の４指標の詳細

実 質 赤 字 比 率

　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

　一般会計、住宅資金特別会計（以下一般会計等）の収支合計額が黒字であり、実質赤字は生じ

　ておらず該当なし。

連結実質赤字比率

　全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率

　一般会計等に加え国民健康保険特別会計や上下水道などの事業に関する会計を含めた全会計の

　収支合計額が黒字であり、連結実質赤字は生じておらず該当なし。

実 質 公 債 費 比 率

　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

　実質公債費比率は、交付税の縮減により標準財政規模が減少したことに加え、元利償還金及び準

　元利償還金の減少が少額となったことにより、昨年度より０．２％悪化しました。

　篠山市では平成２２年度から普通交付税の合併算定替の段階的縮減が始まり、標準財政規模が減

　少しており、平成２５年度に実質公債費比率は上昇するものの、その後は公債費の減少により下

　降していく見込みです。
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早期健全化基準は標準財政規
模により変動
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 ３ヵ年平均値（平成23～25年度）
（H24の比率：22.4%、対前年度＋0.2%）

－
 黒字は「－」表示
（H25の比率:△2.99%、H24の比率：△2.51%、対前年度△0.48%）

－
 黒字は「－」表示
（H25の比率:△14.86%、H24の比率：△13.85%、対前年度△1.01%）

小数点第２位を切捨 

区　分 H21 H22 H23 H24 H25

単年度ベース 23.2% 21.2% 23.5% 22.6% 21.6%

3ヵ年平均 22.7% 22.5% 22.7% 22.4% 22.6%



将 来 負 担 比 率 219.1%

　一般会計等が将来負担すべき実質的な債務の標準財政規模に対する比率

　実質的な債務は、地方債の現在高や職員の退職手当支給予定額などから基金や地方債現在

　高等にかかる交付税算入見込額等を控除したものとなっています。平成２５年度は公営企

　業債等繰入見込額の１３億９，０８０万円減や一般会計等の市債残高の３５億２，５６３

　万円減により、今後一般会計が負担すべき債務が減少し、昨年度に比べて２０．１％改善

　しています。　なお、篠山市では平成２２年度から普通交付税の合併算定替の段階的縮減

　が始まっており、実質的な債務は減少していきますが今後も高い水準が続くと見込まれま

　す。

　将来負担額（691億53百万円）－充当可能財源等（460億36百万円）

　標準財政規模（147億3百万円）－算入公債費等（41億53百万円）

H21 H22 H23 H24 H25

将来負担比率 289.0% 256.4% 247.1% 239.2% 219.1%

４.平成２５年度公営企業の経営健全化に関する指標

いずれの公営企業会計においても資金不足は生じておらず、資金不足比率は該当なし

（H24の比率：239.2%、対前年度△20.1%）

＝ ２１９．１％ 

＜主な将来負担額＞ 
地方債の現在高                  267億 6百万円 
公営企業債等繰入見込額          367億97百万円 

退職手当負担見込額         56億19百万円 
債務負担行為支出予定額         31百万円 

＜充当可能財源等＞ 
基準財政需要額算入見込額         381億36百万円 
充当可能基金                      69億23百万円 
充当可能特定歳入                   9億77百万円 

（単位：百万円）  算定における元利償還金及び準元利償還金等の推移 

区　　　分 水道事業会計 農業共済事業会計 下水道事業特別会計 農業集落排水事業特別会計

資 金 不 足 比 率 － － － －

①5,033 ①4,826 ①4,783 ①4,457  ①4,217 

②2,327 
②2,277 ②2,294  

②2,228  
②2,216 

③11  
③11  ③11 

③7 
③6 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

H21 H22 H23 H24 H25

③債務負担行為等 

②準元利償還金 

①元利償還金   


